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法人単位 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,106 3,106 （注５） ― 3,106 3,106 （注５）

運営費交付金 1,035 1,080 45 11,133 11,133 ― ― ― ― 339 341 2 748 748 ― ― ― ― 4,682 1,890 △ 2,791 （注６） 17,936 15,191 △ 2,745 （注６）

受託収入 ― ― ― ― ― ― 13,967 13,704 △ 263 168 161 △ 6 835 828 △ 7 961 811 △ 150 （注４） 1,588 1,483 △ 106 17,519 16,987 △ 532

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 87 62 △ 25 （注７） 87 62 △ 25 （注７）

事業収入 ― ― ― 11,966 11,497 △ 468 ― ― ― 0 0 △ 0 182 209 28 （注３） ― ― ― ― ― ― 12,147 11,707 △ 441

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 44 97 52 （注８） 44 97 52 （注８）

計 1,035 1,080 45 23,098 22,630 △ 468 13,967 13,704 △ 263 507 502 △ 5 1,764 1,785 21 961 811 △ 150 6,401 6,638 236 47,733 47,149 △ 584

事業経費 422 406 △ 16 20,835 16,960 △ 3,875 （注２） 12,939 12,597 △ 342 169 162 △ 7 41 43 3 903 751 △ 153 （注４） ― ― ― 35,309 30,918 △ 4,391 （注２）

一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 4,582 3,786 △ 796 （注９） 4,582 3,786 △ 796 （注９）

人件費 613 697 84 （注１） 2,264 2,751 488 （注１） 1,029 1,266 237 （注１） 338 411 73 （注１） 1,723 1,750 27 58 58 ― 1,819 2,141 321 （注１） 7,843 9,073 1,230 （注１）

計 1,035 1,103 68 23,098 19,711 △ 3,387 13,967 13,862 △ 105 507 573 66 1,764 1,793 29 961 808 △ 153 6,401 5,926 △ 475 47,733 43,777 △ 3,957

（注１） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注２） 事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注３） 事業収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注４） 受託収入及び事業経費の予算額と決算額の差は、日弁連委託援助の収入及び支出が減少したことによる。

（注５） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分２，７４５百万円、前中期目標期間繰越積立金１０百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（注６） 運営費交付金の予算額と決算額の差は、運営費交付金の繰越分２，７４５百万円との差額である。

（注７） 補助金等収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注８） 事業外収入の予算額と決算額の差は、雑益が増加したことによる。

（注９） 一般管理費の予算額と決算額の差は、調達の内容及び方法の工夫により経費削減に努めたこと等による。

区分

情報提供業務 民事法律扶助業務 国選弁護等関連業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 受託業務
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収入
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一般勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,106 3,106 （注５） ― 3,106 3,106 （注５）

運営費交付金 1,035 1,080 45 11,133 11,133 ― 339 341 2 748 748 ― ― ― ― 4,682 1,890 △ 2,791 （注６） 17,936 15,191 △ 2,745 （注６）

受託収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 961 811 △ 150 （注４） ― ― ― 961 811 △ 150 （注４）

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 87 62 △ 25 （注７） 87 62 △ 25 （注７）

事業収入 ― ― ― 11,966 11,497 △ 468 0 0 △ 0 182 209 28 （注３） ― ― ― ― ― ― 12,147 11,707 △ 441

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 44 85 41 （注８） 44 85 41 （注８）

計 1,035 1,080 45 23,098 22,630 △ 468 339 341 2 929 957 28 961 811 △ 150 4,813 5,143 330 31,175 30,961 △ 214

事業経費 422 406 △ 16 20,835 16,960 △ 3,875 （注２） 12 12 0 8 8 △ 0 903 751 △ 153 （注４） ― ― ― 22,180 18,136 △ 4,044 （注２）

一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,568 3,227 △ 341 3,568 3,227 △ 341

人件費 613 697 84 （注１） 2,264 2,751 488 （注１） 328 398 71 （注１） 921 890 △ 31 58 58 ― 1,245 1,466 221 （注１） 5,427 6,260 833 （注１）

計 1,035 1,103 68 23,098 19,711 △ 3,387 339 410 71 929 898 △ 31 961 808 △ 153 4,813 4,693 △ 120 31,175 27,623 △ 3,553

（注１） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注２） 事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注３） 事業収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注４） 受託収入及び事業経費の予算額と決算額の差は、日弁連委託援助の収入及び支出が減少したことによる。

（注５） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分２，７４５百万円、前中期目標期間繰越積立金１０百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（注６） 運営費交付金の予算額と決算額の差は、運営費交付金の繰越分２，７４５百万円との差額である。

（注７） 補助金等収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注８） 事業外収入の予算額と決算額の差は、雑益が増加したことによる。
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情報提供業務 民事法律扶助業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 受託業務 共通 合計

支出

収入
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国選弁護人確保業務等勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

受託収入 13,967 13,704 △ 263 168 161 △ 6 835 828 △ 7 1,588 1,483 △ 106 16,558 16,176 △ 382

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 12 12 （注２） ― 12 12 （注２）

計 13,967 13,704 △ 263 168 161 △ 6 835 828 △ 7 1,588 1,495 △ 94 16,558 16,188 △ 370

事業経費 12,939 12,597 △ 342 157 150 △ 7 33 35 3 ― ― ― 13,129 12,782 △ 346

一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,014 559 △ 455 （注３） 1,014 559 △ 455 （注３）

人件費 1,029 1,266 237 （注１） 10 13 2 （注１） 802 860 58 574 675 100 （注１） 2,416 2,813 398 （注１）

計 13,967 13,862 △ 105 168 163 △ 5 835 895 60 1,588 1,234 △ 355 16,558 16,154 △ 404

（注１） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注２） 事業外収入の予算額と決算額の差は、共通勘定の収益を配賦したことによる。

（注３） 一般管理費の予算額と決算額の差は、調達の内容及び方法の工夫により経費削減に努めたこと等による。
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区分

国選弁護等関連業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 共通 合計

支出

収入
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